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１．はじめに 

 

 近年計画に関わる課題として，参加型社会におけ

る集団意思決定のあり方が注目を集めるようになっ

てきた1 )．この分野について様々な観点から検討が

加えられるようになってきたことは好ましいことで

あるといえる．例えば，都市交通計画に関連する実

際の集団合意形成の場において，合意形成に至らぬ

障害（反対）が発生する典型的なケースとして，個

人の利害に着目すると，ごく粗い整理として下記の

ような分類が可能である． 

1)個人の利害が直接関係するケース：例えば，特定

の都市整備や交通整備を進めることには賛成で

あるが，その具体案が自分に不利益となるため

に反対するケース．「総論賛成各論反対」に相

当し，いわゆるNIMBY(Not in my backyard)とい

われる反対である． 

2)個人の利害が直接関係しないケース：その都市整

備や交通整備を行っても，自分が目に見える直

接の損害を被るわけではないが，「B/Cが悪くて

財政的に問題である．」とか，「深刻な環境破

壊が生じる」といった理由で反対を行う場合．

便宜的に「社会的反対」と名づける 

 一方，近年の様々な都市・交通整備をめぐるシー

ンでは，ただ単に事業を行うというのではなく，計

画としての何らかのテーゼ（例えば，「土地利用と

交通を一体的に整備し，交通環境負荷の小さい都市

をつくろう．」等）のもとに話が進められることが

一般的である．ちなみに上記の1)，2)に関していえ

ば，いずれもこのような計画テーゼに対してまで，

特に異論を唱えようというものではない(表－１)． 
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 本研究は，合意形成の新たな障害として，この

ような計画テーゼというもの自体を否定しようと

する意識及び行為（アンチ・プランニング・ムー

ブメント：APM）が世界(具体的には米国)の中で芽

生えつつあることを指摘する．さらに，その実態

を独自の調査から浮き彫りにするとともに，NIMB

Y，社会的反対に続く第３の合意形成の障害タイプ

として今後に対する警鐘を鳴らすものである．な

お，ここで研究対象とした米国内部においても，

このような視点から検討・追跡を行った研究はま

だ存在しておらず，APMという呼び方自体も，筆

者が本稿で独自に定義したものである． 

 

表－１ 合意形成の障害（反対）に関する各タイプ

の性質 

   ﾀｲﾌﾟ 
ﾚﾍﾞﾙ 

1)NIMBY 2)社会的反

対 
3)APM 

各論 反対   － － 
総論 賛成 反対 － 

計画テーゼ 暗黙承認 暗黙承認 否定 

 

 

２．ＡＰＭの活動事例 

 

 本稿では現在米国で最もその組織性が高く，アク

ティブな活動を行っていると筆者が考える「移動と

持ち家の夢を守る研究会」2 )を対象として議論を行

う．この研究会は最近では2003年３月に３日間をか

けてワシントンDCでカンファレンスを行っており，

その目的を次のように記している．「交通混雑，高

い住宅，財産権の侵害といった問題の増大は，我々

の移動自由と持ち家獲得に関するアメリカン・ドリ

ームを脅かしている．このカンファレンスでは，各

地で自由・移動可能性・活力を守ろうと努力してい

る多くの専門家・研究者・活動家が一同に会するも



のである．今回の会合では，意味のない鉄道投資，

高密な土地利用政策，財産権の制約といったいわゆ

る『スマートグロース政策』に対し，いかに効率的

に対抗していくかを主題とする．」 

 これだけを読むとスマートグロース政策に対する

限定的な反対運動のように読めるが，後に述べるよ

うに「成長管理」からスマートグロースへと連綿と

受け継がれてきた都市に対するマネージメントの発

想3)，すなわちプランナーが提示する計画テーゼを

伴った発想全体がここでは俎上にあがっている． 

 このカンファレンスにおけるセッション名をいく

つか例示すると，「道路の混雑解消」，「大気汚染

の軽減」といったごく一般的に見えるセッションの

他に，「鉄道投資の阻止」，「スマートグロースに

よる住宅価格高騰問題」，「自動車利用の推奨」と

いったＡＰＭの要素を持つセッションが数多く含ま

れている．さらに特徴的な点として，「如何に個人

財産権を守るか」，「どうすれば地方政府の土地利

用計画に影響を及ぼすことができるか」，「言葉の

闘いでの勝ち方は」といったＡＰＭのためのノウハ

ウを提供，共有しようとするセッションが見られる．

これに加え，「現在進められている（ＡＰＭのため

の）政治的キャンペーン」というセッションも見ら

れ，計画が基づく論理（計画テーゼ）に対するダメ

ージを如何に効果的に与えるかについて，政治的手

法までを取り込んだ動きを模索している． 

 ＡＰＭの支持者をより具体的に知るため，本稿で

はこのカンファレンスでの発表者48名の所属組織や

専門を調べることにした．インターネットの検索等

を通じ，独自に調査を重ねた結果，このうち37名に

ついての追跡が可能となり，その構成を下記のよう

に明らかにすることができた． 

1)交通・環境・企業コンサルタント：７名 

2)住宅・自動車関連業界・団体：６名 

3)政策・政治シンクタンク：６名 

4)経済・社会系大学研究者：５名 

5)弁護士・法律コンサルタント：３名 

6)ディベロッパー・建築事務所：２名 

7)個人活動家：２名 

8)NPO組織による政策研究所：２名 

9)行政組織：２名 

10)郊外ショッピングセンター会社：１名 

11)政治家：１名 

この結果を一言で表現すると，このムーブメン

トは郊外のスプロール型開発によって利潤を得てき

た関係者のアライアンスと読むことが可能である．

また，ＡＰＭ支持者の発言経緯をつぶさに観察する

と，必ずしも最初からＡＰＭの発想を皆が保持して

いた訳ではなく，NIMBY型活動や社会的反対活動

が最初の契機となって最終的にＡＰＭに至っている．

また，カンファレンス参加者が現段階ですべてＡＰ

Ｍを念頭に置いて行動している自覚があるわけでは

なく，NIMBY派や社会的反対派と混然一体となっ

ているというのが実状である．また，リストの中に

名を連ねた弁護士などは，カンファレンス関係者に

具体的計画に関連して個人の財産権に関わる争議を

行う者が含まれるであろうことを期待し，営業活動

として参画を行っている． 

 

３．ＡＰＭの論理 

  

 このようなＡＰＭが依って立つ論拠自体を明確に

する必要があるが，それはまだきちんと体系化され

ているわけではない．しかし，その体系化を試みる

動きも進行しており，本稿では先述したカンファレ

ンスの幹事メンバーがこのような体系化を意図して

執筆した著書4)の記載内容に基づいて論拠の整理を

行う．そこでは体系化方策の一貫として，現在まで

の常識として通用していた各種の計画テーゼをワン

フレーズで「Myth（神話）」として取り上げ，それ

に対するＡＰＭサイドからの反論を「Reality（真

実）」として対応させている．全部で71項目に渡る

Myth（神話）とReality(真実)のペアがそこでは提

示されている．これらMythとRealityは，言及して

いる分野として，大凡の分類を試みてみると下記の

ような内容構成となっている． 

1)交通：25項 

2)都市整備(負担)：10項 

3)郊外・スプロール：８項 

4)都市構造：７項 

5)行政･政策・経済：６項 

6)スマートグロース：５項 

7)環境：４項 

8)参加・コミュニティ：３項 



9)ポートランド市のケーススタディ：３項 

 ここで交通の割合が高くなっているのは，鉄道，

道路，バスなど，多岐に渡る交通手段それぞれに対

して言及を行っていることが原因である．なお，Ａ

ＰＭ全体の論調を最もよく表現しているMythとして

「計画は都市問題を解決できる．」という項に対し，

Realityとして「計画はむしろ災厄をもたらす．」

という主張がなされている．また，これに呼応する

かのように，経済に着目した項において，自由経済

に基づく市場の失敗を過大に扱いすぎることの問題

点が指摘されている．このような面に関しては，計

画分野の研究者と経済学者の一部が長年交わしてき

た論争を，ＡＰＭ運動もその一部に内在していると

いうことができる．また，自動車利用に対する混雑

税の付加に対してはむしろＡＰＭ側は積極的な評価

を示す項も見られ，交通計画の専門家が推奨する方

策すべてがＡＰＭにおける反対の対象になっている

訳では必ずしもない． 

 一方で，Mythとして指摘されている事項の中には，

計画専門家の視点から見て興味深いものも数多く含

まれている．例えば交通分野に着目すると，「公共

交通を（道路よりも）優先して整備するという考え

方が，一種のモラルであるかのような扱いを受けて

いるのは奇異なことである．」という指摘．さらに，

公共交通優先整備につながる様々な論拠（公共交通

機関の速達性，低廉性，渋滞緩和効果，環境改善効

果）の存在がそもそもmythであり，公共交通機関整

備が持つ意味はプランナーが通常主張しているより

低いものであるという指摘も見られる．ただ，中に

はいくつかの論証用のデータがあわせて例示されて

いる場合もあるが，実際は対象とするケースの選び

方によって様々な議論が可能であり，著者の主張す

るRealityが一般論としてここで論証されたとは言

いがたい．特に米国は公共交通利用の密度が低いこ

とから，特定の事例に関しては筆者の指摘があたっ

ている部分もあるが，それをすべての公共交通整備

に関する一般論として主張するのは問題があろう

(ただ，これと同じ逆の事をプランナーがしていな

いという保証はない)．ここで問題なのは筆者が主

張するRealityの精度や正否ではなく，このような

主張がたとえ一部であるにしろ，また正否が不確か

であっても，支持を受けるようになっているという

現実にある． 

 また，郊外・スプロールに関連する項では，自動

車に依存した郊外生活のQuality of Lifeが客観的

に（正当に）評価されてこなかった事が指摘されて

いる．外部者にとってスプロールは醜く映っても，

生活者にとっては便利で快適なところなのだという

主張である．また，これに対応する形で，都市整備

の項において，なぜ都心だけを救済せねばならない

のか，説得に足りる理由がないという指摘も見られ

る．環境の項においては，「高密度都市は自動車利

用の削減を通じて大気汚染を軽減できる」(Myth)と

いう考え方に対し，「むしろ高密度都市の方が交通

混雑による汚染は増え，汚染への曝露人口は多くな

る」(Reality)と主張している． 

 さらに，筆者の主張するRealityの中には，「見

かけの相関」でしかないものを反計画側にとって都

合のよいよう論理的にすり替えたものも散見される．

例えば「雇用と住宅のバランスをとることが自動車

利用削減につながる」というMythに対し，「自動車

通勤率の最も低い都市はむしろ雇用と住宅のバラン

スが非常に悪い．」という反論をRealityとして主

張している．これはおそらく大都市圏中心都市を念

頭にした反論と思われる．確かに圏域の中心都市の

データだけを切り出せば，筆者の主張は一見正しい

ように見える（雇用に偏った都市＝大都市に住む居

住者は公共交通利用比率が高い）．圏域の中におけ

る同じような位置づけの都市間で比較しない限り，

このMythに対する効力を持ったRealityということ

はできない． 

 項目の中には，スマートグロース政策や，わが国

でも特に計画の成功事例として紹介されることの多

いポートランドの都市交通計画も直接取り上げられ

ている．スマートグロースは地域や人によって指し

示す内容に差異があり，全体像を捉えることが非常

に難しい概念である．ここでは「自動車に頼らない，

ライトレールなどの公共交通に依拠した密度の高い，

UGB(Urban Growth Boundary)等で都市境界がコン

トロールされた政策」という概念（計画テーゼ）整

理で捉えられており，その具体的な体現事例として

ポートランドが対象とされている． 

 

 



４．ＡＰＭの発生が意味すること：結びにかえて 

 

このようなＡＰＭの発生と拡がりは，計画に対

する「反対」行為の進化として，無視できない意味

を持っている．ＡＰＭが発生しつつある背景として

は，高度情報化社会への変革が実際に進んでいると

いうことが大きな要因になっている．インターネッ

トなどの情報検索を通じ，だれでもある一定レベル

の専門知識を入手することが容易になると同時に，

共通の利害関係者がネット上で容易に結託できるこ

とがＡＰＭ発生の土壌になっている．以前，「社会

的フリーライダー」の跋扈する社会の問題点を指摘

した5)が，ＡＰＭの本質の一面はこのような「社会

的フリーライダー」の高度化と組織化であり，そこ

に場を提供してきた情報技術(IT)の責任は非常に大

きい．もちろんこのような素人と玄人の区別がつき

にくくなった社会において，計画テーゼに対して理

解と専門的知識を有し，ＡＰＭとはむしろ逆に立場

にたつ市民も増えていること6)は事実である．（本

稿自身も，皮肉なことにネット検索にその情報の多

くの部分を負っている．） 

また，本稿で取り上げたようなＡＰＭは，米国

特有の価値観に基づく部分も少なくない．ちなみに

関連するサイトや著書の中で頻繁に遭遇するキーワ

ードとして「アメリカン・ドリーム」という言葉が

ある．誰でもチャンスをつかまえて努力さえすれば

金持ちになれる．そして，郊外の瀟洒な一戸建てに

複数の自動車を所有して住むことができるという

「価値観」を，計画テーゼが否定しようとしている

というロジックの組み立てが，ＡＰＭが共感を受け

つつある潜在的な理由になっていると考えられる．

極論すれば，現在のＡＰＭ運動は，このような米国

的価値観と，自由放任主義的な経済思想が融合し，

そこにビジネスインタレストや政治的利害を持った

個人や組織が介在しているという構造になっている

といえよう． 

 また，ＡＰＭが突いてくるのは，特定の都市・交

通整備の効果やそれによって生じる生活の質の改善

効果が，結局のところ定量的にきちんと評価できて

いないという部分（疑念を差し込めるところ）であ

る．例えば，郊外スプロールによる社会的便益の低

下と，郊外スプロール居住者の個人的便益の上昇を

どのように比較すればよいのか，計画者側は十分な

情報を明示してきた訳ではない．たとえ各論や総論

に対する反対があっても，計画テーゼの部分でまず

倫理的な一体感を共有し，そこから合意への道筋を

探ろうとするのが現在までの基本的な合意形成の進

め方であったのではないかと思われる．どうしても

情報が不十分な部分は，計画者が「倫理的」に論理

を補強しながら評価を行ってきたのが実状であろう．

また，このような価値観の相違が評価に入り込む限

り，例えば交通需要予測モデルの精度をあげたとこ

ろで，この問題の構造を解決することにはならない

というのが直感的な感想である．制度的な大きな枠

組みの変更も含め，ＡＰＭへの対応は今までの参加

型合意形成における工夫以上の，より抜本的な対策

が必要であると考えられる． 
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